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重点分野 営業の許可・認可に係る手続 

省 庁 名 厚生労働省 

論  点 ① 規制改革実施計画（令和元年６月 21 日閣議決定）におい

て、「規制所管府省は、個人事業主の事業承継時の手続に関し、

相続について簡素な届出で許認可等の承継を認めている場合

に、生前贈与を含む事業譲渡の場合にも同様に簡素な届出で

承継を認めるための規定を設ける等、簡素化のための措置を

講ずる。」（令和元年検討・結論、令和２年措置）とされてい

るが、厚生労働省が検討している簡素化のための措置につい

て、内容及び今後のスケジュール（施行時期も含む）を具体

的にご説明いただきたい。その際、事業者目線で相続と同等

に簡素な手続となっているか、相続の場合の手続と比較しつ

つ、各法律（食品衛生法、理容師法、美容師法、クリーニン

グ業法、旅館業法）ごとにお示しいただきたい。 

 

【回  答】 

 

① 事業譲渡の手続簡素化のための措置として、以下について検討中。 

 

（食品衛生法） 

○ 省令改正等による申請時の提出書類の簡略化・削減 

（営業施設の構造設備に変更がない場合には、省令改正等により、図面等

の構造設備に関する記載・書類については不要とする。） 

○ 営業施設の構造設備に変更がない場合には、許可申請を受けて行われる

施設検査を省略して差し支えないことを通知で明確化する。 

○ また、上記の取扱いにより事務を省略等した場合における手数料の額の

引下げを検討することについて、技術的助言として通知する。 

○ スケジュールについては、改正省令について令和２年春を目途に公布、

同年秋を目途に施行することを現時点で想定しており、関係の通知につい

てもこれに合わせた発出を想定している。 
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（理容師法） 

○ 省令改正等による申請時の提出書類の簡略化・削減 

（構造設備や理容師に関する状況に変更がない場合には、省令改正等によ

りこれらに関する記載・書類については不要とする） 

○ 構造設備の使用前の検査・確認について、「構造設備に大規模変更がな

い場合は、確認ができているものとみなす」旨の解釈通知を発出し、実質

的に使用前検査を不要とする。 

○ また、上記の取扱いにより事務を省略等した場合における手数料の額の

引下げを検討することについて、技術的助言として通知する。 

○ スケジュールについては、改正省令について令和２年春を目途に公布、

同年秋を目途に施行することを現時点で想定しており、関係の通知につい

てもこれに合わせた発出を想定している。 

 

（美容師法） 

○ 省令改正等による申請時の提出書類の簡略化・削減 

（構造設備や美容師に関する状況に変更がない場合には、省令改正等によ

りこれらに関する記載・書類については不要とする） 

○ 構造設備の使用前の検査・確認について、「構造設備に大規模変更がな

い場合は、確認ができているものとみなす」旨の解釈通知を発出し、実質

的に使用前検査を不要とする。 

○ また、上記の取扱いにより事務を省略等した場合における手数料の額の

引下げを検討することについて、技術的助言として通知する。 

○ スケジュールについては、改正省令について令和２年春を目途に公布、

同年秋を目途に施行することを現時点で想定しており、関係の通知につい

てもこれに合わせた発出を想定している。 

 

（クリーニング業法） 

○ 省令改正等による申請時の提出書類の簡略化・削減 

（構造設備やクリーニング師に関する状況に変更がない場合には、省令改

正等によりこれらに関する記載・書類については不要とする） 

○ 構造設備の使用前の検査・確認について、「構造設備に大規模変更がな

い場合は、確認ができているものとみなす」旨の解釈通知を発出し、実質

的に使用前検査を不要とする。 
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○ また、上記の取扱いにより事務を省略等した場合における手数料の額の

引下げを検討することについて、技術的助言として通知する。 

○ スケジュールについては、改正省令について令和２年春を目途に公布、

同年秋を目途に施行することを現時点で想定しており、関係の通知につい

てもこれに合わせた発出を想定している。 

 

（旅館業法） 

○ 省令改正等による申請時の提出書類の簡略化・削減 

（構造設備に関する状況に変更がない場合には、省令改正等によりこれら

に関する記載・書類については不要とする） 

○ また、上記の取扱いにより事務を省略等した場合における手数料の額の

引下げを検討することについて、技術的助言として通知する。 

○ スケジュールについては、改正省令について令和２年春を目途に公布、

同年秋を目途に施行することを現時点で想定しており、関係の通知につい

てもこれに合わせた発出を想定している。 

 

 

○ また、上記の各法の取扱いについて、相続の場合との比較については、

別添のとおり。 

 


